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通所リハビリテーション重要事項説明書 

（令和6年6月１日現在） 

１．事業所の概要 

(１)事業者 

法人名 社会医療法人 善仁会 

法人所在地 宮崎県宮崎市新別府町江口９５０番地１ 

代表者氏名 濱砂 カヨ 

電話番号 ０９８５－２６－１５９９ 

FAX番号 ０９８５－２６－１５３３ 

 

(２)事業所の名称等 

事業所名 社会医療法人 善仁会  

市民の森クリニック 通所リハビリテーションセンター 

開設年月日 令和 ３年 ４月 １日 

所在地 宮崎県宮崎市大字塩路江良の上２７８３番地３７   

電話番号 ０９８５－６２－５３５１   

FAX番号 ０９８５－６２－５３５８    

管理者名    久保 和義 

介護保険指定番号 ４５１０１２０３４０ 

 

(３)営業日および営業時間 

営 業 日 月曜日から土曜日 

休 業 日 日曜日・祝祭日および１２月３０日から１月３日  

営業時間 
平日  午前８時１５分から午後５時１５分まで  

土曜日 午前８時１５分から午後１２時１５分まで 

 

(４)通所リハビリテーションの定員         

８０名（１単位） 内 要介護６０名 要支援２０名 

 

(５)事業所の職員体制 

職種 常勤 業務内容 

管理者（医師） 1名 従業者の管理、指導。利用者の医学的対応等 

理学療法士 3名以上 機能訓練の実施および介護職員への指導等 

言語聴覚士 1名以上（非常勤） 言語機能、摂食・嚥下機能訓練の実施・評価 

管理栄養士 1名以上 身体状況、栄養状態に応じた栄養指導 

看護職員 1名以上 看護および医師の指示による医療行為等 

介護職員 8名以上 介護等 

事務職員 1名 利用料の請求等 
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(６)通所リハビリテーションの概要 

【 事業の目的 】 

通所リハビリテーション事業所は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りそ

の居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、理学療法、その他

必要なリハビリテーションを行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、在宅ケアを支援す

ることを目的とします。 

この目的に沿って事業所では、以下のような運営の方針を定めていますので、ご理解いただいた上で

ご利用ください。 

 

２．運営方針  

地域の保健・医療・福祉等の連携を図り、高齢社会に即したサービスを提供するために 

一、明るく家庭的な事業所づくりを目指し、病弱老人や認知症の老人等にも対応した、利用者本位の高

齢者介護サービスに取り組みます。 

二、看護・介護その他の職種間のチームワークを重視し、働きやすい職場づくりを目指します。 

三、医師の診察内容及び運動機能検査等の結果をもとに、個々の利用者ごとに作成する通所リハビリテ

ーション計画に基づき通所リハビリテーションサービスを提供いたします。 

 

３．ご利用にあたって  

（１）介護保険証の確認  

ご利用のお申込にあたり、ご利用希望者の介護保険証を確認させていただきます。  

（２）通所リハビリテーションの概要  

通所リハビリテーションについては、要介護者の家庭等での生活を継続させるために立案された居宅

介護サービス計画に基づき、事業所をご利用いただき、理学療法、その他必要なリハビリテーションを

行い、利用者の心身の機能の維持回復を図るため提供されます。 

このサービスを提供するにあたっては、利用者に関わる医師および理学療法士、その他専ら通所リハ

ビリテーションの提供にあたる従事者の協議によって、通所リハビリテーション計画が作成されますが、

その際、利用者・代理人（ご家族）の希望を十分に取り入れ、また、計画の内容については同意をいた

だくようになります。  

 

４．サービス内容  

①通所リハビリテーション計画の立案  

②食事  昼食時間 １２時００分～１３時００分  

③ 入浴（一般浴槽・特殊浴槽） 

④医学的管理・看護・介護 ⑤リハビリテーション 

⑥居宅および事業所間の送迎 

⑦相談援助サービス  ⑧その他 

＊これらのサービスの中には、利用者の方から基本料金とは別に利用料金をいただくものもありますの

で、具体的にご相談ください。 
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５．利用料金  

（１）基本料金   

① 通所リハビリテーション利用料（介護保険制度では、要介護認定による要介護の程度および利用時間

によって利用料が異なります。）  

通所リハビリテーション費 ※通常規模の単価（１日または１回あたりの金額） 

１時間以上２時間未満  金   額 利用者負担額（1割） 利用者負担額（2割）

・要介護１ ３，６９０円 ３６９円 ７３８円

・要介護２ ３，９８０円 ３９８円 ７９６円

・要介護３ ４，２９０円 ４２９円 ８５８円

・要介護４ ４，５８０円 ４５８円 ９１６円

・要介護５ ４，９１０円 ４９１円 ９８２円

２時間以上 ３時間未満 （土曜日の基本単価）  

・要介護１ ３，８３０円 ３８３円 ７６６円

・要介護２ ４，３９０円 ４３９円 ８７８円

・要介護３ ４，９８０円 ４９８円 ９９６円

・要介護４ ５，５５０円 ５５５円 １，１１０円

・要介護５ ６，１２０円 ６１２円 １，２２４円

３時間以上４時間未満   

・要介護１ ４，８６０円 ４８６円 ９７２円

・要介護２ ５，６５０円 ５６５円 １，１３０円

・要介護３ ６，４３０円 ６４３円 １，２８６円

・要介護４ ７，４３０円 ７４３円  １，４８６円

・要介護５ ８，４２０円 ８４２円 １，６８４円

４時間以上５時間未満   

・要介護１ ５，５３０円 ５５３円 １，１０６円

・要介護２ ６，４２０円 ６４２円 １，２８４円

・要介護３ ７，３００円 ７３０円 １，４６０円

・要介護４ ８，４４０円 ８４４円 １，６８８円

・要介護５ ９，５７０円 ９５７円 １，９１４円

５時間以上６時間未満（平日の基本単価）  

・要介護１ ６，２２０円 ６２２円 １，２４４円

・要介護２ ７，３８０円 ７３８円 １，４７６円

・要介護３ ８，５２０円 ８５２円 １，７０４円

・要介護４ ９，８７０円 ９８７円 １，９７４円

・要介護５ １１,２００円 １，１２０円 ２，２４０円

６時間以上７時間未満  
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・要介護１ ７，１５０円 ７１５円 １，４３０円

・要介護２ ８，５００円 ８５０円 １，７００円

・要介護３ ９，８１０円 ９８１円 １，９６２円

・要介護４ １１，３７０円 １，１３７円 ２，２７４円

・要介護５ １２，９００円 １，２９０円 ２，５８０円

７時間以上８時間未満  

・要介護１ ７，６２０円 ７６２円 １，５２４円

・要介護２ ９，０３０円 ９０３円 １，８０６円

・要介護３ １０，４６０円 １,０４６円 ２，０９２円

・要介護４ １２，１５０円 １,２１５円 ２，４３０円

・要介護５ １３，７９０円 １,３７９円 ２，７５８円

対象となる場合の加算 （ ［ 注 ］ 参照 ） （１日または１回あたりの金額） 

・入浴介助加算（Ⅰ） ４００円 ４０円 ８０円

・入浴介助加算（Ⅱ） ６００円 ６０円 １２０円

・短期集中個別リハビリテーション実施加算 １，１００円 １１０円 ２２０円

・認知症短期集中リハビリテーション実施加

算（Ⅰ）      
２，４００円 ２４０円 ４８０円

・認知症短期集中リハビリテーション実施加

算（Ⅱ）       *月に1回の金額 
１９，２００円 １，９２０円 ３，８４０円

・若年性認知症利用者受入加算 ６００円 ６０円 １２０円

・サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ２２０円 ２２円 ４４円

・サービス提供体制強化加算（Ⅱ） １８０円 １８円 ３６円

・サービス提供体制強化加算（Ⅲ） ６０円      ６円 １２円

・理学療法士等体制強化加算 ３００円 ３０円 ６０円

・栄養改善加算 ２，０００円 ２００円 ４００円

・口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） 

*6月に1回の金額
２００円 ２０円 ４０円

・口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） 

           *6月に1回の金額
５０円 ５円 １０円

・口腔機能向上加算（Ⅰ） １，５００円 １５０円 ３００円

・口腔機能向上加算（Ⅱ）イ １，５５０円 １５５円 ３１０円

・口腔機能向上加算（Ⅱ）ロ １，６００円 １６０円 ３２０円

・重度療養管理加算 １，０００円 １００円 ２００円

・中重度者ケア体制加算 ２００円 ２０円 ４０円

・移行支援加算 １２０円 １２円 ２４円

・リハビリテーション提供体制加算  
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３時間以上４時間未満 １２０円 １２円 ２４円

４時間以上５時間未満 １６０円 １６円 ３２円

５時間以上６時間未満 ２００円 ２０円 ４０円

６時間以上７時間未満 ２４０円 ２４円 ４８円

７時間以上 ２８０円 ２８円 ５６円

対象となる場合の減算 

・自宅と事業所との間の送迎を行わ

ない場合（片道につき） 
△４７０円  △４７円 △９４円

対象となる場合の加算（1月に1回の金額）  

・リハビリテーションマネジメント加算１１イ ５，６００円 ５６０円 １，１２０円

・リハビリテーションマネジメント加算１２イ ２，４００円 ２４０円 ４８０円

・リハビリテーションマネジメント加算２１ロ ５，９３０円 ５９３円 １，１８６円

・リハビリテーションマネジメント加算２２ロ ２，７３０円 ２７３円 ５４６円

・リハビリテーションマネジメント加算３１ハ ７，９３０円 ７９３円 １，５８６円

・リハビリテーションマネジメント加算３２ハ ４，７３０円 ４７３円 ９４６円

・リハビリテーションマネジメント加算４ ２，７００円 ２７０円 ５４０円

・退院時共同指導加算 ６，０００円 ６００円 １，２００円

・生活行為向上リハビリテーション実施加算 １２，５００円 １，２５０円 ２，５００円

・栄養アセスメント加算 ５００円 ５０円 １００円

・科学的介護推進体制加算 ４００円 ４０円 ８０円

・介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 1月につき＋所定単位数 ×８６/１０００ 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 1月につき＋所定単位数 ×８３/１０００ 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 1月につき＋所定単位数×６６/１０００ 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 1月につき＋所定単位数×５３/１０００ 

・感染症災害3％加算   1月につき+所定単位数×３０/１０００ 

［ 注 ］  

・入浴介助加算（Ⅰ） 

入浴介助を適切に行う事ができる人員及び設備を有して、入浴介助を行った場合。 

利用時間帯によっては、入浴サービスを提供できないことがあります。 

・入浴介助加算（Ⅱ） 

  医師・理学療法士・作業療法士、言語聴覚士若しくは、介護支援専門員又は利用者の動作及び浴室

の環境の評価を行う事ができる福祉用具専門員、地域包括支援センターの職員その他住宅改修に関

する専門的知識及び経験を有する者が、利用者の居宅を訪問し、浴室における利用者の動作及び浴

室環境の評価を実施。利用者の居宅の浴室が利用者自身又は家族等の介助により入浴が難しい環境

にある場合は、介護支援専門員・福祉用具専門相談員と連携し、福祉用具の貨与・購入・住宅改修
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等の環境整備に係る助言を行った場合。ただし、医師等による利用者の居宅訪問が困難な場合には、

医師等の指示の下介護職員が利用者の居宅を訪問し、情報通信機器等を活用して把握した浴室にお

ける当該利用者の動作及び浴室の環境を踏まえ、医師等が当該評価助言を行っても差し支えない。 

  入浴計画を作成し、それに基づき利用者の居宅の状況に近い環境にて、入浴介助を行うこと。 

・短期集中個別リハビリテーション実施加算 

リハビリテーションマネジメントにあわせて集中的にリハビリテーションを実施した場合。 

退院（退所）日または認定日から起算して３月以内の期間に行われた場合。 

・認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ） 

  認知症であると医師が判断した者にあって、退院（退所）日または通所開始日から起算して３月以

内の期間に行われた場合 

・認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅱ） 

  認知症であると医師が判断した者にあって、退院（退所）日または通所開始日の属する月から起算

して３月以内の期間に行われた場合 

・サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

（１）介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合を１００分の７０以上配置した場合 

（２）勤続年数１０年以上の介護福祉士の占める割合を１００分の２５以上配置した場合 

・サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

  介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合を１００分の５０以上配置した場合 

・サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 

（１）介護職員総数のうち、介護福祉士の占める割合を１００分の４０以上配置した場合 

（２）勤続年数が７年以上の者の占める割合を１００分の３０以上配置した場合 

・理学療法士等体制強化加算 

  所要時間1時間以上2時間未満の利用について理学療法士、作業療法士、言語聴覚士を専従かつ 

常勤で2名以上配置している場合 

・栄養改善加算（３月以内の期間に限り１月に２回を限度） 

  事業所の職員として、又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置し、低栄養状態にある又

はそのおそれのある利用者に対し、利用者ごとの栄養ケア計画を作成し、それに基づきサービスを

行い、記録･評価した場合 

  栄養改善サービスの提供に当たって、必要に応じた居宅を訪問した場合 

・栄養アセスメント加算（１月に1回） 

  利用者ごとに管理栄養士や看護職員、介護職員、生活相談員などの職員が共同して栄養アセスメン

トを実施する。栄養アセスメントを実施した結果を、利用者または家族に対して説明し、必要に応

じた対応した場合。 

・口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） 

事業所の従業者が、利用開始時および利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態、栄養状態(利用者

が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む)について確認を行い、当該

情報を担当する介護支援専門員に提供した場合 
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・口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） 

  併算定の関係で、口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）が取得できない場合に限り所得可能 

・口腔機能向上加算（Ⅰ）（３月以内の期間に限り１月に２回を限度） 

  言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置し、口腔機能が低下している利用者又はその 

おそれのある利用者に対し、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成し、それに基づきサー 

ビスを行い、記録・評価をした場合 

・口腔機能向上加算（Ⅱ）（算定回数は上記加算と同じ） 

  口腔機能向上加算（Ⅰ）の取組に加え、口腔機能改善管理指導計画等の情報を厚生労働省に提出し、

口腔機能向上サービスの実施にあたって当該情報をその他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施の

ために必要な情報を活用している場合 

・重度療養管理加算 

  要介護３、要介護４又は要介護５であり、厚生労働大臣が定める状態にある方に対して医学的管理

のもと通所リハビリテーションを行った場合 

  ※厚生労働大臣が定める状態とは 

  イ 常時頻回の喀痰吸引を実施している状態 

  ロ 呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態   ハ 中心静脈注射を実施している状態  

  ニ 人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態 

  ホ 重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状態 

  ヘ 膀胱又は直腸の機能障害の程度が身体障害福祉法施行規則(昭和２５年厚生省令第１５号) 

別表５号に掲げる身体障害者障害程度等級表の４級以上に該当し、かつ、ストーマの処置を 

実施している状態 

  ト 経鼻胃管や胃廔等の経腸栄養が行われている状態 

  チ 褥瘡に対する治療を実施している状態     リ 気管切開が行われている状態 

・中重度者ケア体制加算 

  前年度又は算定日が属する月の前三月間の指定通所リハビリテーション事業所の利用者数の総数の

うち、要介護状態区分が要介護３、要介護４又は要介護５である者の占める割合が１００分の３０

以上である場合。また、看護職員を1名以上配置している場合。 

・移行支援加算 

  リハビリテーションを行い、利用者の社会参加等を支援した場合 

・リハビリテーション提供体制加算 

 リハビリテーションマネジメント加算（イ・ロ・ハ）のいずれかを算定し、指定通所リハビリテー

ション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の合計数が利用者２５に対し１以上、又は

その端数を増すごとに１以上である場合。 

・リハビリテーションマネジメント加算（イ）１・２ 

  リハビリテーション会議（テレビ会議可）を開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地か

ら利用者の状況等に関する情報を構成員と共有し、リハビリテーション計画書を作成し、作成に関

与した理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同

意を得た場合。医師がリハビリテーションの実施にあたり、詳細な指示を行なった場合。 
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・リハビリテーションマネジメント加算（ロ）１・２ 

  リハビリマネジメント加算（イ）１・２の要件に適合する場合。 

リハビリテーション計画書等の内容等の情報を厚生労働省に提出し、必要な情報を活用している場

合。 

・リハビリテーションマネジメント加算（ハ）１・２ 

  リハビリマネジメント加算（ロ）１・２の要件に適合する場合。事業所の従業者として、又は外部

との連携により管理栄養士を1名以上配置している事。利用者ごとに多職種が共同して栄養アセス

メント及び口腔の健康状態の評価を行っている事。利用者ごとに、言語聴覚士、歯科衛生士又は看

護職員がその他の職種の者と共同して口腔の健康状態を評価し、当該利用者の口腔の健康状態に係

る解決すべき課題の把握を行っている事。利用者ごとに関係職種が通所リハビリテーション計画の

内容の情報等や、利用者の口腔の健康状態に関する情報及び利用者の栄養状態に関する情報を相互

に共有する事。共有した情報を踏まえ、必要に応じて通所リハビリテーション計画を見直し、当該

見直しの内容を関係職種に対して情報提供していく場合。 

・リハビリテーションマネジメント加算４ 

  リハビリテーション会議を開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の状況等 

に関する情報を構成員と共有し、リハビリテーション計画書を作成し、医師が利用者又はその家族 

に対して説明し、利用者の同意を得た場合。 

 ※リハビリマネジメント加算の算定について 

  各項目１は同意日の属する月から６月以内を算定する場合 

  各項目２は同意日の属する月から６月超を算定する場合 

・生活行為向上リハビリテーション実施加算 

  リハビリテーションマネジメント加算を算定しており、生活行為の内容の充実を図るための目標及

び当該目標を踏まえたリハビリテーションの実施内容等をリハビリテーション実施計画にあらかじ

め定めてリハビリテーションを計画的に実施した場合。利用開始した日の属する月から起算して６

月以内の場合。通所リハビリテーション事業所の医師または医師の指示を受けた理学療法士、作業

療法士または言語聴覚士が当該利用者の居宅を訪問し生活行為に関する評価をおおむね月１回以上

実施した場合 

・介護職員等処遇改善加算 

 介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た場合。介護職員等の確

保に向けて介護職員の処遇改善のための措置ができるだけ多くの事業所に活用されるよう推進する

観点から、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等ベースアップ等支援

加算について現行の各加算・各区分の要件及び加算率を組み合わせた4段階の「介護職員等処遇改

善加算」に一本化を行う。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により利用者数が減少した場合、加算や特例による介護報酬上の評

価を行います。 

   サービス・事業所規模区分別の報酬区分に応じ、以下のいずれかにより評価を行います。 

① 3％加算  ② 規模区分の特例 
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規模区分の特例の適用にあたっては、利用延人員数の減が生じた月の翌月に届出を行い、届出の翌月

（規模区分の特例の適用が開始された月）から、より小さい事業所規模別の報酬区分で基本報酬を算定    

することが可能である。（ただし、特例適用の届出後利用延人員数が回復した場合は、回復した月の翌 

月をもって算定終了。） 

・科学的介護推進体制加算 

利用者ごとの ADL 値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況、その他の入所者の心身の状況等の係る基本

的な情報を厚生労働省に提出している場合。必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービスの提供に

当たって、上記に規定する情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用して

いる場合。 

・退院時共同指導加算 

病院又は診療所に入院中の者が退院するに当たり、通所リハビリテーションの医師又は理学療法士、

作業療法士若しくは言語聴覚士が、退院前カンファレンスに参加し、退院時共同指導を行った後に初

回のサービス提供を行った場合。 

・送迎 

 利用者の送迎について、利用者の居宅と事業所間の送迎を基本とするが、運営上支障が無く、利用者

の居住実態がある場合に限り当該場所への送迎を可能とする。 

 

（２）その他の料金  

①おむつ代等にかかる費用は自己負担となります。  

②食 費 ５００円 食事形態によって変動あり（外部委託）  

③ その他  

通常の事業の実施地域外の送迎費は、その要した交通費実費を徴収します。  

なお、自動車を使用した場合の交通費は、通常の送迎の実施地域を越えて１キロメートルあたり 

２０円で計算します。  

※通常の送迎の実施地域  

宮崎市（大淀川より北側） ＊糸原、大瀬町、瓜生野を除く 

 

（３）支払い方法  

毎月１５日前後に、前月分の請求書をお渡しします。お支払いただきますと領収書を発行いたします。  

お支払い方法は、現金払い、口座振替の２方法がありますので、利用申込時にお申し出ください。 

なお、申し出た支払い方法は、いつでも変更することが可能です。ただし、現金の取り扱いは受付窓

口にて行います。 口座振替の場合、引落日は毎月２０日となりますが、土日祝日等で前後する場合がご

ざいます。 

 

６．緊急時の対応  

事業所では、サービス利用中に利用者の心身の状態が急変した場合、必要な措置を講じた上、速やか

に利用者および代理人が指定した者、居宅介護支援専門員に連絡するとともに、管理者に報告します。  

緊急時の連絡先、緊急の場合には、「連絡先」にご記入いただいた連絡先に連絡します。  
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７．事故発生時の対応  

通所リハビリテーションの提供により事故（転倒・転落等による骨折等）が発生した場合は、必要な

措置を講じた上、速やかに利用者および代理人が指定した者ならびに市町村に連絡します。また、事故

の発生または再発を防止するため、指針を整備し、介護事故に対する安全管理体制を確保するよう努め

ます。身体機能の維持向上に向けてリハビリテーションを実施しますが、リハビリを実施するに当たり

一定のリスクが生じる事のご理解をお願い致します。十分にリスク管理をしたうえでリハビリを実施し

ますが、転倒による骨折や深部静脈血栓症、心肺機能異常などの合併症が生じる場合がございます。 

 

８． 非常災害対策  

・防災設備 消火器、非難誘導灯  

・防災訓練 年１回以上 実施（地域住民の参加が得られるよう連携に努めるものとします。） 

 

９．事業所利用にあたっての留意事項  

○ 物のやり取り・・・利用中に他の利用者や職員への物のやり取りは禁止します。 

○ 金銭、貴重品の管理 ・・・盗難等については、当事業所では責任を負いかねますので、必要以上の 

金銭は所持しないでください。 

○ 迷惑行為 ・・・他の利用者に対し迷惑行為（暴言・暴力等）がある場合、事業所の再三の申し入れ 

にも関らず改善の見込みがないときは、利用中止とさせていただくこともあります。 

○ 食事・・・利用中の食事は、特段の事情がない限り事業所の提供する食事を摂取していただきます。 

○ 飲酒・喫煙 ・・・飲酒および喫煙はお断りいたします。 火気の取扱いは禁止します。 

○ 宗教活動 ・・・他の利用者への執拗な宗教活動はご遠慮ください。  

○ ペット・・・職員が訪問時はペットをゲージへ入れる、リードにつなぐ等の協力をお願いします。 

○ ハラスメント・・・職員へのハラスメント等によりサービスの中断や契約を解除する場合がござい 

ます。暴力・言動（たたく・物を投げる・服を引きちぎる・怒鳴る・大声を発す 

る・暴言）セクシャルハラスメント（職員の体を触る、手を握る・卑猥な発言、 

画像を見せる）その他（職員の住所や電話番号を何度も聞く、ストーカー行為） 

○ 爪切り・・・利用中に全利用者様の爪切りを行うのは困難です。ご自宅で切れる方や爪の病気のあ  

      る方はご自宅でお願いします。また、看護師だけでの対応は難しいため介護職が 

対応する事場合もございます。 

１０．身体拘束等の禁止 

事業所は、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）

を行いません。事業所は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用  

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録します。 

 

１１．虐待防止に関する事項 

事業者は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとします。 

⑴ 虐待を防止するための従業者に対する研修の実施。 
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⑵ 利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備。 

⑶ その他虐待防止のために必要な措置。 

 事業者は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）

による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。  

 

１２．業務継続計画の策定 

事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所リハビリテーション〔指定

介護予防通所リハビリテーション〕の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務

再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置

を講じるものとします。 

⑴ 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び 

訓練を定期的に実施するものとします。 

⑵ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更 

を行うものとします。 

 

１３．衛生管理等 

事業所は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努

め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医療用具の管理を適正に行うものとします。

事業所において感染症が発生し又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を講じるものとします。 

⑴ 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置

等を活用して行うことができるものとします。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、そ

の結果について、従業者に周知徹底を図ります。 

⑵ 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

⑶ 事業所で、従業者に対し感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施。 

 

１４．ハラスメントの防止 

 事業所は、介護現場で働く職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築けるようハラスメ

ントの防止に向け取り組みます。事業所内において行われる優越的な関係を背景とした言動や、業務上

必要かつ相当な範囲を超える下記の行為は組織として許容しません。 

⑴ 身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 

⑵ 個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為 

⑶ 意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為 

上記は、当該法人職員、取引先事業者の方、ご利用者及びその家族等が対象となります。 

ハラスメント事案が発生した場合、マニュアルなどを基に即座に対応し、再発防止会議等により、同時

案件が発生しない為の再発防止策を検討します。職員に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方に

ついて研修などを実施します。また、定期的に話し合いの場を設け、介護現場におけるハラスメント発

生状況の把握に努めます。ハラスメントと判断された場合には行為者に対し、関係機関への連絡、相談、

環境改善に対する必要な措置、利用契約の解約等の措置を講じます。 
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１５．その他運営に関する留意事項 

事業所は、全ての通所リハビリテーション従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、

介護保険法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）

に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じるものとします。また、

従業者の資質向上のために研修の機会を次のとおり設けるものとし、また、業務の執行体制についても

検証、整備します。 

⑴  採用時研修 採用後６ヵ月以内  ⑵ 継続研修  年１回 

・ 従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持します。 

・ 事業所は、従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、   

従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容と

します。 

・ 事業所は、適切な指定通所リハビリテーション〔指定介護予防通所リハビリテーション〕の提供を

確保する観点から、性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な

範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要

な措置を講じるものとします。 

・ 事業所は、指定通所リハビリテーション〔指定介護予防通所リハビリテーション〕に関する記録を

整備し、そのサービスを提供した日から最低５年間は保存するものとします。 

 

１６．サービス内容に関する苦情等の相談  

通所リハビリテーションサービスに関する苦情や相談がある場合には、以下までご連絡下さい。 

○当事業所の相談窓口 

【担当者】   小笠原 威     （電話番号）０９８５-６２-５３５１ 

【受付時間】月曜日から金曜日 午前８時１５分から午後５時１５分まで 

○外部の苦情・相談窓口 

宮崎県福祉保健部 長寿支援課      電話：０９８５-２１-１７７３ 

宮崎県国民健康保険団体連合会   電話：０９８５-３５-５３０１ 

宮崎市介護保険課         電話：０９８５-２１-１７７７ 

新富町 福祉課           電話：０９８３-３３-６０５６ 

   

 

 

通所リハビリサービスの開始にあたり、利用者に対して本書面に基づいて重要事項を説明しました。 

説明日    令和   年   月   日 

＜事業者＞ 

所在地  宮崎県宮崎市新別府町江口９５０番地１ 

事業者名 社会医療法人 善仁会     代表者名 濱砂 カヨ 

＜説明者＞ 

氏 名                    


